
１
次世代を担う子ども
たちを中心に「意識」
の啓発を進めます

「一人ひとりがお互いの価値を認め
合う」という条例の理念の浸透をはか
るため、子どもたちに、お互いの違い
を理解した上で「支え合うにはどうし
たらいいのか」、「住みよいまちはど
のようなまちか」等について、自らが
考えられることをめざした啓発を学校
等と連携しながら進めます。

県・市町が実施する
ユニバーサルデザイ
ンのまちづくり学校
講座の参加者数

県・市町が、学校
を対象に実施する
ユニバーサルデザ
インのまちづくり
講座の参加者数

4,802人/年 2,839人/年 3,000人/年 2,398人/年 4,200人/年
地域福
祉課

・県は、講義、グループワーク、体
験講座を内容とする「ユニバーサル
デザインのまちづくり出前講座」を
県内の公立・私立学校19校1,034名
に対し実施しました。
・津市は管内の17校944名に対し出
前講座を実施しました。
・東員町は管内の5校420名に対し
学校講座を実施しました。
・また、教育現場において継続的
に、ユニバーサルデザインについて
授業で取り組んでもらうために、津
市、津市教育委員会と協働で教職員
を対象とした研修会を実施しまし
た。

・平成26年度においても、次世代を担
う子どもたちに対し出前授業を実施
し、教育現場でのユニバーサルデザイ
ンの普及を進めるとともに、ＵＤアド
バイザーや市町、社会福祉協議会等の
さまざまな主体相互間の連携を図り、
ユニバーサルデザインの考え方を地域
で育む環境づくりを推進します。
・教育現場において継続的に取り組ん
でいただけるよう、津市内の教職員を
対象にユニバーサルデザイン研修を実
施します。
・平成25年度は、県の出前授業への学
校からの申込数が低調であったことか
ら、今年度においては、年度当初より
市町教育委員会および学校への積極的
なPRを実施しています。

２

施設整備を担う人た
ちへの情報提供とユ
ニバーサルデザイン
の考え方の共有を
はかります

施設整備を担う事業者、設計者、施
工者、施設管理者の皆さんが活用でき
る事例集や、施設整備マニュアル等を
提供します。

また、ユニバーサルデザインの考え
方や条例の理念について共有をはかり
ます。

県・市町が実施する
施設整備を担う民間
事業者、行政職員を
対象とした施設整備
に関する説明会等
の実施数

県・市町が実施す
る施設整備を担う
民間事業者、行政
職員を対象とした
施設整備に関する
説明会、および研
修会の実施数

2回/年 3回/年 4回/年 4回/年 5回/年
地域福
祉課

各審査機関の審査担当者（行政）
を対象に各種基準の運用上の課題等
について、議論・意見交換を実施し
ました。

このほか、ユニバーサルデザイン
の考え方や条例について、開発許可
関係担当者（行政）やUD団体（民
間）、観光関係者（行政・民間）向
けにそれぞれ説明会・意見交換会を
行いました。

引き続き、ユニバーサルデザインの
考え方や条例の理念について共有をは
かるため、施設整備を担う民間事業
者、行政職員に対して啓発をすすめて
いきます。

３

車いす使用者用駐
車区画の適正利用
の促進等、県民の皆
さんにとって身近な
ユニバーサルデザイ
ンの取組を進めます

だれもが暮らしやすいまちづくりを
進めるため、車いす使用者用駐車区画
の不適正利用や、視覚障がい者誘導用
ブロック上への自転車の駐輪等、県民
の皆さんにとって身近な課題の解決に
向け、利用マナーの啓発等による意識
づくりの取組を進めます。

特に、車いす使用者駐車区画の適正
利用については、パーキングパーミッ
ト制度も含めて検討を進めます。

県・市町・地域の団
体等が実施する車
いす使用者用駐車
区画の啓発回数

県・市町・地域の
団体等が実施する
車いす使用者用駐
車区画の啓発回数

10回/年 52回/年 48回/年 40回/年 30回/年
地域福
祉課

・平成25年度は、「三重おもいやり
駐車場利用証制度」周知啓発店頭
キャンペーンをＵＤ団体が中心とな
り、市町、社会福祉協議会等と連携
しながら実施しました。
・ショッピングセンターやスーパー
マーケット等店舗での啓発を24回、
イベント等での啓発を16回実施しま
した。

・平成26年度は、「三重おもいやり駐
車場利用証制度」の周知啓発キャン
ペーンとして、県、市町等が実施する
イベント20か所、およびショッピング
センターやスーパーマーケット等２0
か所で、県民に制度の周知を図るとと
もに、駐車場利用者のマナーアップを
図るため、ＵＤアドバイザーをはじ
め、市町、社会福祉協議会、地域の団
体、企業等と連携しながら啓発活動を
実施します。

４
「わかりやすい情報」
を提供するための意
識づくりを進めます

情報を発信する際に、カラーユニ
バーサルデザインの取組や、文書の文
字フォントを大きくして作成するな
ど、「見やすさ」「わかりやすさ」に
配慮した「わかりやすい情報の提供」
のための意識づくりの取組を進めま
す。

また、この取組が市町、企業・事業
者等に広まるよう情報共有をはかりま
す。

わかりやすい情報の
提供に対する県職
員の認識度

ユニバーサルデザ
インのまちづくり
に関する県職員意
識調査の「県民へ
の広報（情報提
供）に関するユニ
バーサルデザイ
ン」の項目での意
識度の割合

90% 92% 91% 92% 100%
地域福
祉課

・新規採用職員研修において、「わ
かりやすい情報の提供」に関するグ
ループワークを実施しました。
・また自治会館が実施する市町職員
を対象とした研修会（コミュニケー
ションマインド研修）において、
「わかりやすい情報の提供」に関す
る講義を実施しました。

・平成26年度新規採用職員研修におい
て、「わかりやすい情報の提供」に関
する講義およびグループワークを実施
します。
・イントラネットで公開している「業
務におけるユニバーサルデザイン」の
見直しを図り、「わかりやすい情報の
提供」に関して職員が取り組みやすい
内容へ改定を行います。

（別紙）

平成２５年度取組の概要 平成２６年度の取組方針担当課

第２次三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進計画の進捗状況

項目 取組内容
実績値

（２３年度）
指標 指標説明

実績値
（２２年度）

目標値
（２６年度）

実績値
（２４年度）

現状値
（２５年度）

重点的に取り組む項目 ユニバーサルデザインの「意識づくり」を進めます



ユニバーサルデザイ
ンの意味を知ってい
る県民の割合

ユニバーサルデザ
インの意味を知っ
ている県民の割合

28%
※Ｈ２２年度現
状値のみ県民
意識調査結果
数値を使用。

42% 52% 50% 50%
地域福祉
課

・市町等のイベントにおいて、ＵＤ
アドバイザー主催の啓発事業を16
会場16回開催しました。
・次世代を担う子どもたちを対象と
した出前講座を19校で実施しまし
た。（別途津市が17校、東員町が
5校実施）

・平成２６年度は、ユニバーサルデザインの
「意識づくり」を進めるため、学校出前授業や
おもいやり駐車場の啓発事業などの取組を通
じ、ＵＤアドバイザー、市町、社会福祉協議
会、地域の団体、企業等をつなぐネットワーク
づくりを推進します。
・ユニバーサルデザインに関する小中学生の関
心を高めるために、昨年度に引き続き「三重県
ユニバーサルデザインのまちづくりポスターコ
ンクール」の募集を行います。

ユニバーサルデザイ
ンのまちづくり講座
等の参加者数

県及び市町が、学
校・企業・自治会
等を対象に実施し
た講座等の参加者
数

6,741人/年 5,151人/年 4,409人/年 3,413人/年 7,000人/年
地域福祉
課

・県内小中学校生および高校生
2,398名に対しＵＤの出前講座を実
施しました。
・百五銀行新入行員研修など、企業
等へのＵＤ講座を実施し、計663
名が参加しました。
・市においては、津市で職員53
名、自治会等182名、鈴鹿市で職
員76名、また伊賀市で職員41名を
対象にＵＤ研修会を実施しました。

・平成26年度においても、次世代を担う子ども
たちに対し出前授業を実施し、教育現場でのユ
ニバーサルデザインの普及を進めるとともに、
ＵＤアドバイザーや市町、社会福祉協議会等の
さまざまな主体相互間の連携を図り、ユニバー
サルデザインの考え方を地域で育む環境づくり
を推進します。
・平成25年度は、県の出前授業への学校からの
申込数が低調であったことから、今年度におい
ては、年度当初より市町教育委員会および学校
への積極的なPRを実施していきます。
・企業や自治会の自主的な研修に対し、講師調
整を行い引き続き支援するとともに、新規受講
企業等の開拓についての取組も進めていきま
す。

②身近なユニ
バーサルデ
ザインの取組

だれもが暮らしやすいまちづ
くりを進めるため、車いす使用
者用駐車区画の不適正利用や、
視覚障がい者誘導用ブロック上
への自転車の駐輪等、県民の皆
さんにとって身近な課題の解決
に向け、利用マナーの啓発等に
よる意識づくりの取組を進めま
す。

特に、車いす使用者用駐車区
画の適正利用については、パー
キングパーミット制度も含めて
検討を進めます。

県・市町・地域の団
体等が実施する車
いす使用者用駐車
区画の啓発回数
（再掲）

県・市町・地域の
団体等が実施する
車いす使用者用駐
車区画の啓発回数

10回/年 52回/年 48回/年 40回/年 30回/年
地域福祉
課

・平成25年度は、「三重おもいや
り駐車場利用証制度」周知啓発店頭
キャンペーンをＵＤ団体が中心とな
り、市町、社会福祉協議会等と連携
しながら実施しました。
・ショッピングセンターやスーパー
マーケット等店舗での啓発を24
回、イベント等での啓発を16回実
施しました。

・平成26年度は、「三重おもいやり駐車場利用
証制度」の周知啓発キャンペーンとして、県、
市町等が実施するイベント20か所、および
ショッピングセンターやスーパーマーケット等
２0か所で、県民に制度の周知を図るととも
に、駐車場利用者のマナーアップを図るため、
ＵＤアドバイザーをはじめ、市町、社会福祉協
議会、地域の団体、企業等と連携しながら啓発
活動を実施します。

第２次三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進計画の進捗状況

（１）みんなで
考え行動する
ユニバーサル
デザイン

指標 指標説明項目 細項目
実績値

（２２年度）

目標値
（２６年
度）

取組内容

①「意識」啓
発の展開

「社会にはさまざまな人がい
ることを理解し、まちづくりや
ものづくり、サービス等、何か
をする時には、それを利用する
さまざまな人の立場に立って考
え、実行する」というユニバー
サルデザインの考え方が浸透す
るよう、学校や県民の皆さんへ
の出前講座、イベント、ホーム
ページ等、さまざまな手段や機
会を通じて、広く県民の皆さん
への啓発や情報提供を進めま
す。

また、県が直接行う講座やイ
ベント等だけでなく、市町や企
業・事業者等の広報手段を活用
するなど、さまざまな機会を通
じて啓発や情報提供を進めま
す。

施策体系１ みんなで取り組むユニバーサルデザインのまちづくり

実績値
（２３年度）

平成２５年度取組の概要 平成２６年度の取組方針担当課
実績値

（２４年度）
現状値

（２５年度）



指標 指標説明項目 細項目
実績値

（２２年度）

目標値
（２６年
度）

取組内容
実績値

（２３年度）
平成２５年度取組の概要 平成２６年度の取組方針担当課

実績値
（２４年度）

現状値
（２５年度）

一人ひとりの人権が
尊重され、個性や能
力を十分発揮できる
ことに対する満足度

e-モニターおよび
県民を対象とした
啓発イベントにお
けるアンケートに
おいて、「一人ひ
とりの人権が尊重
され、個性や能力
を十分発揮できる
こと」に対して、
「満足」「どちら
かといえば満足」
と回答した人の割
合

27.8% 24.9% 26.7% 30.3% 32.0% 人権課

人権イベント・講座
等の参加者数

人権尊重社会の実
現に向けて、県が
開催する各種の人
権啓発イベント・
講座等へ参加した
人数の過去4年間
の平均値

36,824人 39,389人 40,098人 39,383人 36,500人 人権課

県民の皆さん一人ひとりが、
お互いを尊重し、さまざまな価
値観を認め合うなど、ユニバー
サルデザインの考え方の基本と
なる人権尊重意識の高揚に向
け、さまざまな主体と連携・協
働し、効果的な啓発活動を進め
ます。

③人権尊重
の意識の高
揚

・地域において人権尊重の視点から
全ての活動が行われる「人権が尊重
されるまちづくり」が推進されるよ
う、研修会等への講師やアドバイ
ザーの派遣等の支援を行いました。
・県人権センターにおいて、県民人
権講座等の講演会、アトリウムにお
けるパネル展、商業施設等での移動
人権啓発、参加型の啓発として人権
ポスター・人権メッセージの募集、
人権フォトコンテスト等を実施しま
した。また、電波による啓発等の感
性に訴える啓発や、人権ポスター掲
示、スポーツ組織との連携、人権啓
発ラッピングバスの運行等のだれも
が親しみやすい啓発も実施しまし
た。
・講座やイベント等の開催にあたっ
ては、ＵＤイベントマニュアルに
沿って実施しました。

・人権が尊重されるまちづくりが県内全域で推
進されるよう、取組を進めます。
・国・市町・学校・地域の団体などと連携した
人権講座やイベントの開催とともに、各種広報
媒体を活用した人権啓発を進めます。また、参
加型の啓発等を行うことにより、人権問題を自
らの問題として考え、適切に行動していけるよ
う人権意識の高揚を図ります。
・イベント等の開催においては、ＵＤイベント
マニュアルに沿って進めます。



指標 指標説明項目 細項目
実績値

（２２年度）

目標値
（２６年
度）

取組内容
実績値

（２３年度）
平成２５年度取組の概要 平成２６年度の取組方針担当課

実績値
（２４年度）

現状値
（２５年度）

①子どもたち
への学習機
会の提供

感性豊かな子どもの頃から、
ユニバーサルデザインの意識が
育まれる環境づくりを進めま
す。このため、子どもたち一人
ひとりに対し、お互いの違いを
理解した上で、相手の立場に
立って考え、行動するというユ
ニバーサルデザインの考え方が
浸透するよう、学校等と連携
し、出前講座やユニバーサルデ
ザインのまちづくり賞等を通じ
て、子どもたちへの学習機会を
提供します。

また、学校におけるユニバー
サルデザインの考え方の普及浸
透を進めるため、教職員に対し
ても、ユニバーサルデザインの
考え方を理解し、授業で実践で
きるよう、県・市町教育委員会
と連携しながら教職員研修等を
実施します。

県・市町が実施する
ユニバーサルデザイ
ンのまちづくり学校
講座の参加者数
（再掲）

県・市町が、学校
を対象に実施する
ユニバーサルデザ
インのまちづくり
講座の参加者数

4,802人/年 2,839人/年 3,000人/年 2,398人/年 4,200人/年
地域福祉
課

・県は、講義、グループワーク、体
験講座を内容とする「ユニバーサル
デザインのまちづくり出前講座」を
県内の公立・私立学校19校1,034
名に対し実施しました。
・津市は管内の17校944名に対し
出前講座を実施しました。
・東員町は管内の5校420名に対し
学校講座を実施しました。
・また、教育現場において継続的
に、ユニバーサルデザインについて
授業で取り組んでもらうために、津
市、津市教育委員会と協働で教職員
を対象とした研修会を実施しまし
た。

・平成26年度においても、次世代を担う子ども
たちに対し出前授業を実施し、教育現場でのユ
ニバーサルデザインの普及を進めるとともに、
ＵＤアドバイザーや市町、社会福祉協議会等の
さまざまな主体相互間の連携を図り、ユニバー
サルデザインの考え方を地域で育む環境づくり
を推進します。
・教育現場において継続的に取り組んでいただ
けるよう、津市内の教職員を対象にユニバーサ
ルデザイン研修を実施します。
・平成25年度は、県の出前授業への学校からの
申込数が低調であったことから、年度当初より
市町教育委員会および学校への積極的なPRを実
施していきます。

②地域社会
や企業・事業
者への学習
機会の提供

ユニバーサルデザインのまち
づくりの考え方や必要性につい
て、企業・事業者や自治会等を
はじめとする地域の団体へ、出
前講座等による学習の機会を提
供するとともに、地域や職場で
率先して活動する人材育成をは
かることを支援します。

また、地域社会への展開にあ
たり、市町の果たす役割が大き
いことから、市町職員に対する
学習機会の提供を進めます。

県・市町が実施する
ユニバーサルデザイ
ンの研修を受講した
企業や自治会等の
数

県・市町が実施す
るユニバーサルデ
ザインの研修を受
講した企業や自治
会等の数

6団体/年 9団体/年 3団体/年 16団体/年 12団体/年
地域福祉
課

・県において、百五銀行（新入行
員）やショッピングセンターなどに
対し、延べ14社にＵＤ講座を実施
しました。
・津市において、2団体にUD講座
を実施しました。

・企業や自治会の自主的な研修に対し、講師調
整を行い引き続き支援するとともに、新規受講
企業等の開拓についての取組も進めていきま
す。

（２）みんなで
学ぶユニバー
サルデザイン



指標 指標説明項目 細項目
実績値

（２２年度）

目標値
（２６年
度）

取組内容
実績値

（２３年度）
平成２５年度取組の概要 平成２６年度の取組方針担当課

実績値
（２４年度）

現状値
（２５年度）

ユニバーサルデザイ
ンアドバイザーフォ
ローアップ講座の受
講者数

ユニバーサルデザイン
アドバイザーフォロー
アップ講座を受講した
ユニバーサルデザイン
アドバイザーの数

54人/年 111人/年 69人/年 88/年 120人/年
地域福祉
課

・学校出前講座の講師となるアドバ
イザーを対象に四日市、鈴鹿、松
阪、志摩、伊賀において研修を実施
し60名が受講しました。
・Ｈ25ＵＤセミナーをＵＤアドバ
イザー6名が受講しました。
・UDアドバイザー設立団体との意
見交換会を実施し、計22名が出席
しました。

・平成26年度においても、学校講座の講師とな
るＵＤアドバイザーを対象に研修を行います。

ユニバーサルデザイ
ンのまちづくり講座
に講師として参加し
たアドバイザー等の
数

県が実施するユニバー
サルデザインのまちづ
くり講座に講師として
参加したユニバーサル
デザインアドバイザー
等の数

193人/年 182人/年 228人/年 142人/年 330人/年
地域福祉
課

・県内企業および自治会等を対象と
した出前講座に延べ36名、学校講
座を実施した19校に延べ57名、そ
の他の出前講座に49名のＵＤアド
バイザーが、講師として参加しまし
た。

・引き続き、企業への出前講座や学校出前授業
の実施において、ＵＤ団体を中心に講師を依頼
し、市町、社会福祉協議会等と連携しながら講
座が実施できるよう働きかけていきます。

認知症サポーター数
（累計）

毎年度末の認知症
サポーター数

47,367人
49,385人
（22年度）

65,525人
（23年度）

79,983人
（24年度）

80,000人
長寿介護
課

認知症になっても安心して暮らせる
まちづくりをめざすため、企業およ
び自治会等を対象に、「みえ出前
トーク」を活用して、認知症サポー
ター養成講座を開催しました。

今後も、「みえ出前トーク」を活用して認知症
サポーター養成講座の開催を継続します。

ユニバーサルデザインのまち
づくりを幅広く推進するために
は、その理念が広まり、活動が
各地域で展開されていくことが
必要です。そのために、地域で
の啓発活動のリーダー的な役割
を担うユニバーサルデザインア
ドバイザーがより活動できるよ
う、実践的な内容を盛り込んだ
講座の開催や、県や市町が実施
する出前講座等に積極的に講師
として参加できる機会を設けま
す。

また、ユニバーサルデザイン
アドバイザーが設立した市民団
体の活動を促進するとともに、
ユニバーサルデザインに関する
情報提供を進めます。

さらに、高齢者や障がいのあ
る人等が安心して社会参加でき
るよう、地域で支える人材の育
成を進めます。

（３）ユニバー
サルデザイン
を担う仲間づ
くり

①ユニバーサ
ルデザインの
まちづくりを
担う人材育成



安全に移動できる歩
道整備延長

幅２ｍ以上の歩道
整備の延長

1,229ｋｍ

1,238ｋｍ

(平成23年4月1
日現在)

1,248km
(平成24年4月1
日現在)

1,252km
(平成25年4月1
日現在)

1,239ｋｍ
道路管理
課

歩行者など、利用者が少ない箇所は
地域の実情に応じた歩道幅員により
整備を行い、早期に危険箇所を解消
できるよう努めました。

引き続き、危険箇所を優先に、地域の実
情に応じた歩道幅員にて歩道整備を行
い、誰もが安心して利用できる歩行空間
の整備を行っていきます。

主な生活関連経路
におけるバリアフ
リー対応型信号機の
整備率

主な生活関連経路
を構成する道路に
おける、音響信号
機、高齢者等感応
信号機等のバリア
フリー対応型信号
機の整備率

78.9%
（191基）

82.6%
(200基）

82.6%
(200基）

85.5%
(207基)

78.0%
（189基）

県警本部
交通規制
課

平成２５年度は、高齢者等感応信
号機５基、視覚障害者用付加装置２
基を整備し、生活関連経路等におけ
るバリアフリー対応信号機の整備を
推進しました。

社会資本整備重点計画の内容をふまえ
つつ、道路管理者と連携して、「高齢
者、障害者等の移動等の円滑化の促進に
関する法律」に基づき市町が策定する
「交通安全バリアフリー基本構想」に即
して作成された「交通安全特定事業計
画」等により、公安委員会として、主な
生活関連経路を構成する道路を中心に音
響信号機、高齢者等感応信号機等のバリ
アフリー対応型信号機の整備を推進しま
す。

②交通シス
テムの整備

 だれもが利用しやすいよ
う、道路をはじめ、旅客施
設、駅前広場等のバリアフ
リー化をはかります。鉄道駅
における円滑な移動の確保の
ためのバリアフリー化につい
て、鉄道事業者に対して支援
を行うとともに、広域かつ幹
線のバス路線については、低
床バスの導入を促進するな
ど、交通事業者と行政が連携
して交通システムの整備を進
めます。

エレベーターが設置
されている駅の数
（累計）

地域の拠点となる
鉄道駅のバリアフ
リー化（エレベー
ターの設置）数

23駅 23駅 23駅 23駅 25駅
地域福祉
課

   平成23年3月に示された平成23年
以降の新しい基本方針では、１日当
たり平均利用者数3,000人以上の駅
を整備対象とする旨が記載されてい
ることから、県内の鉄道駅舎等（近
鉄宇治山田駅、近鉄桑名駅、ＪＲ四
日市駅）のバリアフリー化を支援し
てきました。

  平成26年度は、新規に着手する近鉄伊
勢若松とともに、継続事業の2駅（近鉄桑
名駅、ＪＲ四日市駅。ともに平成26年度
完了予定）のバリアフリー化（エレベー
ターの設置）を支援する予定です。ま
た、これにより、H26年度の目標値(25
駅)を達成できる見込みです。更に、他駅
についても、引き続き、鉄道事業者や
国、地元市町と協議、調整していきま
す。

平成２５年度取組の概要 平成２６年度の取組方針

第２次三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進計画の進捗状況

目標値
（２６年度）

項目 細項目 取組内容
実績値

（２３年度）
指標

現状値
（２５年度）

指標説明 担当課
実績値

（２４年度）

施策体系２ だれもが暮らしやすいまちづくり

実績値
（２２年度）

（１）安全
で自由に移
動できる環
境

①歩行空間
の整備

だれもが市街地や商店街等
を安全で円滑に移動できるよ
う、幅が広く段差の少ない歩
道や、視覚障がい者誘導用ブ
ロックの整備等、条例の整備
基準等に基づき、歩行空間の
整備を進めます。

また、高齢者や障がいのあ
る人等が、安全に道路を横断
できるよう、バリアフリー対
応型信号機等の整備を進めま
す。



平成２５年度取組の概要 平成２６年度の取組方針
目標値

（２６年度）
項目 細項目 取組内容

実績値
（２３年度）

指標
現状値

（２５年度）
指標説明 担当課

実績値
（２４年度）

実績値
（２２年度）

①施設整備
を担う人た
ちへの啓発

施設整備を担う事業者、設
計者、施工者、施設管理者の
皆さんが活用できる事例集、
施設整備マニュアルなどを提
供します。

また、ユニバーサルデザイ
ンの考え方や条例の理念につ
いて共有をはかります。

県・市町が実施する
施設整備を担う民間
事業者、行政職員を
対象とした施設整備
に関する説明会等
の実施数
（再掲）

県・市町が実施す
る施設整備を担う
民間事業者、行政
職員を対象とした
施設整備に関する
説明会および研修
会の実施数

2回/年 3回/年 4回/年 4回/年 5回/年
地域福祉
課

各審査機関の審査担当者（行政）
を対象に各種基準の運用上の課題等
について、議論・意見交換を実施し
ました。

このほか、ユニバーサルデザイン
の考え方や条例について、開発許可
関係担当者（行政）やUD団体（民
間）、観光関係者（行政・民間）向
けにそれぞれ説明会・意見交換会を
行いました。

引き続き、ユニバーサルデザインの考
え方や条例の理念について共有をはかる
ため、施設整備を担う民間事業者、行政
職員に対して啓発をすすめていきます。

商業施設等でバリア
フリー化された施設
数（累計）

「高齢者、障害者
等の移動等の円滑
化の促進に関する
法律」に基づく認
定施設数および
「ユニバーサルデ
ザインのまちづく
り推進条例」に基
づく適合証交付施
設数

2,002施設 2,170施設 2,303施設 2,446施設 2,660施設
地域福祉
課

ユニバーサルデザインに配慮した
まちづくりに向け、三重県ユニバー
サルデザインのまちづくり推進条例
に基づき公共的施設の設計段階で事
前協議を行い、完成した公共的施設
に対して適合証を交付しました。

商業施設等のバリアフリー化を進める
ため、各建設事務所、各市町の窓口での
指導に加え、県ホームページによる広報
等で、ユニバーサルデザインについて施
設整備関係者へ周知するとともに、交通
事業者が行う駅舎等のバリアフリー化を
支援します。

県立学校の多機能ト
イレ設置率

県立学校への多機
能トイレの設置率

90% 92% 92% 93% 95%
学校施設
課

高等学校で1校に設置しました。 高等学校2校に整備予定です。

県立学校の身体障
がい者対応エレベー
ター設置率

県立学校への身体
障がい者対応エレ
ベータ-の設置率

46% 50% 51% 54% 59%
学校施設
課

高等学校で1校、特別支援学校で1校
に設置しました。

高等学校 2校に整備予定です。

④だれもが
住みよい住
宅の普及

条例に基づき、だれもが安
全かつ快適に利用できるよう
配慮された住宅の整備の促進
に向けた情報提供等を進めま
す。

また、住宅のバリアフリー
化に関する相談に対応できる
人材を「住まい改修アドバイ
ザー」として「人財バンク」
に登録し、広く県民の皆さん
に情報を提供します。

住まい改修アドバイ
ザー研修会の開催
回数（累計）

住まいのアドバイ
ザーの人財バンク
への登録要件の一
つである、住まい
改修アドバイザー
研修会の開催回数

13回 14回 15回 16回 17回 住宅課

平成26年3月26日に1回開催しま
した。

H25年度は、大地震後の住宅の修
復に関する内容について実施しまし
た。

今後は、災害発生後の対策に重点を置
いて研修会を実施していくものとしま
す。

耐震化やバリアフリー等に関する分野
については、民間団体等が行う研修会等
(建築関係団体が単位認定するもの)への後
援等の支援をおこなっていきます。

なお、研修受講者による住民へのバリ
アフリー化の相談対応は、引き続き行っ
ていきます。

（２）安心
して快適に
過ごせる環
境

②快適に利
用できる建
築物の整備

だれもが安心・安全で快適
に利用できる建築物の整備を
進めるため、条例の整備基準
に基づき、施設が適切に建築
されるよう指導します。

また、県庁舎、新県立博物
館（仮称）、県立学校等の県
有施設についても、さまざま
な利用者の意見を聴き、ユニ
バーサルデザインの導入を進
めます。

さらに、ユニバーサルデザ
インに配慮した建築物等の事
例をホームページ等で紹介し
ます。



①ものづく
りを担う人
たちへの啓
発

ユニバーサルデザインの
視点でさまざまな利用者の
要望を反映したものづくり
が進むよう、企業・事業者
や県立工業高等学校等、も
のづくりを担う人たちに対
し、学習の機会や必要な情
報を提供し、企業・事業者
の取組の促進をはかりま
す。

県・市町の派遣によ
りユニバーサルデザ
インのまちづくり研修
を実施した企業等の
数

県・市町の派遣に
よりユニバーサル
デザインのまちづ
くり研修を実施し
た企業等の数

5社/年 2社/年 2社/年 14社/件 10社/年 地域福祉課

・県において、百五銀行（新入行
員）やショッピングセンターなど
に対し、延べ14社にＵＤ講座を
実施しました。

・企業や自治会の自主的な研修に対し、
講師調整を行い引き続き支援するととも
に、新規受講企業等の開拓についての取
組も進めていきます。

③ユニバー
サルデザイ
ンに配慮し
た製品の情
報提供

出前講座等の学習の機会
やホームページ等を通じて
県民の皆さんにユニバーサ
ルデザインに配慮した製品
の情報提供を行い、普及を
進めます。

ユニバーサルデザイ
ンに配慮した製品を
ホームページで紹介
する件数
（累計）

ユニバーサルデザ
インに配慮した製
品を三重県ユニ
バーサルデザイン
のまちづくりホー
ムページで紹介す
る件数

4件 6件 ８件 8件 30件 地域福祉課

平成25年度においては、UD
に配慮された製品を引き続きホー
ムページで紹介しましたが、新た
な製品はありませんでした。

今後も、UDの観点において、すぐれた
製品については積極的に紹介していきま
す。

④ユニバー
サルデザイ
ンに配慮し
た製品の利
用促進

行政によるユニバーサル
デザインに配慮した製品の
導入を積極的に進め、だれ
もが使いやすい製品の利用
促進をはかります。

県出納局単価契約
物品に選定したユニ
バーサルデザインに
配慮された製品の数
（累計）

県出納局単価契約
物品に選定したユ
ニバーサルデザイ
ンに配慮された製
品の数

3品目 4品目 4品目 8品目 10品目
会計支援課

地域福祉課

県におけるユニバーサルデザイン
に配慮した製品の利用を積極的に
進めるため、県出納局が行ってい
る事務用品等の単価契約におい
て、8品目のユニバーサルデザイ
ン配慮製品を選定しました。

ユニバーサルデザインに配慮した事務用
品等の新製品の情報を収集し、県出納局
が行っている事務用品等の単価契約にお
いて、ユニバーサルデザイン配慮製品の
選定を一層進めます。

わかりやすい情報の
提供に対する県職員
の認識度
（再掲）

ユニバーサルデザ
インのまちづくり
に関する県職員意
識調査の「県民へ
の広報（情報提
供）に関するユニ
バーサルデザイ
ン」の項目での意
識度の割合

90% 92% 91% 92% 100% 地域福祉課

・新規採用職員研修の「わかりや
すい情報の提供」に関するグルー
プワークを実施しました。
・また自治会館が実施する市町職
員を対象とした研修会（コミュニ
ケーションマインド研修）におい
て、「わかりやすい情報の提供」
に関する講義を実施しました。

・平成26年度新規採用職員研修におい
て、「わかりやすい情報の提供」に関す
る講義およびグループワークを実施しま
す。
・イントラネットで公開している「業務
におけるユニバーサルデザイン」の見直
しを図り、「わかりやすい情報の提供」
に関して職員が取り組みやすい内容へ改
定を行います。

県政だよりの満足度

県の広報紙「県政
だより みえ」
が、「役に立つ」
「少しは役に立
つ」と感じている
県民の割合

77.2% 77.6% 75.6% 74.4% 80.0% 広聴広報課

・毎月、県広報紙「県政だより
みえ」を約７２万部発行し、県内
各世帯、市町、ショッピングセン
ター等へ配布しました。

また、視覚障がい者向け録音
テープ「声の三重県だより」を制
作し、県ホームページからも音声
データで配信するなど、誰でも簡
便に情報を入手できるよう努めま
した。

・県民ニーズに応じた適時適切な情報発
信を行うため、インターネットのさらな
る活用を行います。
・「県政だより みえ」の配布方法の見
直しにより、各戸配布に変えてテレビの
データ放送による情報提供を行うほか、
紙の県政だよりを県民の皆さんの身近な
施設に配置します。

また、県財政が厳しい中、引き続き、
県政だよりに民間広告を掲載し、財源確
保に努めていきます。

県民が得たいと思う
県情報が得られてい
る人の割合

県が行っている情
報提供や情報公開
等の広報活動を通
じて、県民の方が
得たい情報を得ら
れていると感じて
いる県民の割合

49.9% 54.2% 57.8% 56.7% 60.0% 広聴広報課

・県広報紙をはじめ、新聞、テレ
ビ・ラジオ、ホームページなどの
さまざまな媒体を、その特性に応
じて活用し、県の施策や事業等の
情報を、適時かつわかりやすく提
供するよう努めました。

・県政運営に係る情報や課題等をわかり
やすく提供し、より効果的に事業を実施
するため、テレビのデータ放送、県政だ
よりみえ、新聞（紙面広告、折込広
告）、ラジオ・テレビ、インターネット
などさまざまな媒体の特性を生かしなが
ら、戦略的・計画的に、かつ興味・関心
を持ってもらえるように発信していきま
す。

平成２５年度取組の概要 平成２６年度の取組方針

①わかりや
すい情報へ
の意識づく
りと提供

情報を発信する際に、だ
れもが必要な情報を入手で
きるよう、見やすい色づか
いや文字の大きさへの配慮
等の「わかりやすい情報の
提供」の取組を進めるとと
もに、ガイドライン等の作
成を進めます。

また、この取組が市町、
企業・事業者等に展開され
るよう情報の共有をはかり
ます。

（２）だれ
もがわかり
やすい情報
の提供

担当課指標

（１）使い
やすいもの
づくりの応
援と利用促
進

第２次三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進計画の進捗状況

項目 細項目 取組内容 指標説明
実績値

（２２年度）
目標値

（２６年度）
実績値

（２３年度）
実績値

（２４年度）
現状値

（２５年度）

施策体系３ だれもが利用しやすい製品・情報・サービスの提供



平成２５年度取組の概要 平成２６年度の取組方針担当課指標項目 細項目 取組内容 指標説明
実績値

（２２年度）
目標値

（２６年度）
実績値

（２３年度）
実績値

（２４年度）
現状値

（２５年度）

②さまざま
な方法を用
いた情報の
提供

視覚や聴覚に障がいのあ
る人や、日本語でのコミュ
ニケーションが困難な人
等、だれもが必要な情報を
入手できるよう、県広報紙
をはじめとする県政情報の
提供や災害情報の伝達等の
場面において、さまざまな
手段による情報の提供を進
めます。

手話通訳者および要約
筆記者登録数

県または県内市町
で登録している手
話通訳者および要
約筆記者の人数

385人 355人 318人 330人 405人 障がい福祉課

・2５年度は国の制度改正後の新
カリキュラムで要約筆記者養成研
修を実施するとともに、研修指導
者の育成に努めました。
・手話通訳者については県広報紙
をはじめ、さまざまな媒体を活用
して、広く募集し、養成に努めな
がら、活動の場を広げました。
・全国統一要約筆記者試験に１２
名が合格しました。
・手話通訳者の新規増員の取組に
加えて、現任手話通訳者の研修を
行った結果、三重県で手話通訳技
能認定試験に６名が合格しまし
た。

・２６年度は、２５年度に引き続き、新
カリキュラムでの要約筆記者養成研修を
実施するとともに、研修指導者の育成に
努めます。
・手話通訳者については県広報紙をはじ
め、さまざまな媒体を活用して、広く募
集し、養成に努めながら、活動の場を広
げていきます。

③ネット
ワークを活
用した情報
の提供

できるだけ多くの人が、
いつでもどこでも必要な情
報を入手できるよう、ホー
ムページ等を活用して情報
の提供を進めます。

県のホームページへ
のアクセス件数

県のホームページ
（トップページ）
へのアクセス件数
（訪問者数）

168万件/年 161万件/年 143万件/年 130万件/年 190万件/年 広聴広報課

・県の施策や事業等の情報を、適
時かつわかりやすく提供するよう
努めました。

新JIS規格（JIS X8341-3:2010「高齢
者・障害者等配慮設計指針-情報通信にお
ける機器、ソフトウェア及びサービス-第
3部:ウェブコンテンツ」）に対応した
ウェブアクセシビリティ方針を策定する
予定です。

①利用しや
すく満足度
が高い行政
サービスの
提供

ユニバーサルデザインの
考え方に配慮し、行政サー
ビスにおける利用手続きの
簡素化をはかるとともに、
ユニバーサルデザインを意
識しながら、わかりやすい
案内表示や、窓口サービス
の提供を進めます。

ユニバーサルデザイ
ンのまちづくりに対
する県職員の理解
度

ユニバーサルデザ
インのまちづくり
に関する県職員意
識調査の「意識
度」の項目の割合

85% 87% 85% 87% 100% 地域福祉課

・県、市町職員を対象に「障害者
差別解消法の施行に向けて」を
テーマにＵＤセミナー（講師：内
閣府 新垣氏）を開催しました。
・新規採用職員を対象に、「わか
りやすい情報の提供」に関する研
修を実施しました。
・市広報担当職員を対象に、「わ
かりやすい情報の提供」に関する
研修会を実施しました。

・県、市町職員を対象に、ユニバーサル
デザインに関し、タイムリーで業務に役
立つ情報を紹介する職員セミナーを実施
します。
・本庁をはじめとする県庁舎で行ってい
る筆談プレートの設置等の情報保証に関
する取組を引き続き実施します。

②満足度の
高い顧客
サービスの
提供

サービス施設や商店、宿
泊施設等の企業・事業者や
商工会等の団体が、利用者
の要望に応じたサービスを
提供できるよう、ユニバー
サルデザインに関する情報
の提供や出前講座等の学習
機会の提供を進めます。

県・市町の派遣によ
りユニバーサルデザ
インのまちづくり研修
を実施した企業等の
数
（再掲）

県・市町の派遣に
よりユニバーサル
デザインのまちづ
くり研修を実施し
た企業等の数

5社/年 2社/年 2社/年 14社/件 10社/年 地域福祉課

・県において、百五銀行（新入行
員）やショッピングセンターなど
に対し、延べ14社にＵＤ講座を
実施しました。

・企業や自治会の自主的な研修に対し、
講師調整を行い引き続き支援するととも
に、新規受講企業等の開拓についての取
組も進めていきます。

（３）良質
なサービス
の提供

（２）だれ
もがわかり
やすい情報
の提供


